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 別紙１  基本刑法と基礎テキスト刑法第 5 期目次の対比 

基本刑法Ⅰ総論（第２版）及び基本刑法 II 各論（初版） 

目次（設問・コラムを除く） 

基礎テキスト刑法第５期目次 

基本刑法Ⅰ総論 

Ⅰ 刑法および犯罪論の基礎 

第１講 刑法の基礎理論 2 

１ 刑法の意義と分類 2 

⑴ 刑法の意義 2 

⑵ 刑法の分類 3 

２ 刑法の機能 4 

⑴ 刑法の機能（目的） 4 

ア 法益保護機能 4 

イ 自由保障機能 4 

ウ その他の機能 5 

⑵ 法益保護機能と自由保障機能の対立 6 

３ 刑法の基本原理 7 

⑴ 法益保護主義 7 

⑵ 責任主義 7 

⑶ 罪刑法定主義 8 

４ 犯罪理論 8 

５ 刑罰理論（刑罰の正当化根拠） 10 

第２講 罪刑法定主義 13 

１ 総説 13 

２ 法律主義 15 

⑴ 意義 15 

⑵ 例外 16 

３ 遡及処罰の禁止 17 

⑴ 意義 17 

⑵ 判例の不利益変更 18 

４ 刑罰法規の適正性 18 

⑴ 総説 18 

⑵ 刑罰法規の明確性・広範性 19 

５ 類推の禁止 21 

⑴ 意義 21 

第１部 刑法総論 

第１編 刑法および犯罪論の基礎 

第１章 刑法の基礎理論 

第１節 刑法の意義と分類 

１．刑法の意義 

２．刑法の分類 

第２節 刑法の機能 

 

１．法益保護機能 

２．自由保障機能 

 

 

第３節 刑法の基本原理 

１．法益保護主義 

２．責任主義 

３．罪刑法定主義 

 

 

第２章 罪刑法定主義 

第１節 総説 

第２節 法律主義 

１．意義 

２．例外 

第３節 遡及処罰の禁止 

１．意義 

２．判例の不利益変更 

第４節 刑罰法規の適正性 

１．総説 

２．明確性の原則 

第５節 類推の禁止 

１．意義 
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⑵ 拡張解釈との関係 22 

第３講 犯罪論の基本構造 24 

１ 犯罪の概念 24 

⑴ 犯罪論とは何か 24 

⑵ 犯罪とは何か 24 

⑶ 犯罪は「行為」である 25 

⑷ 犯罪は「違法」な行為である 26 

⑸ 犯罪は「有責」な行為である 27 

⑹ 構成要件に該当しなければ犯罪ではない 28 

２ 構成要件と違法性・有責性の関係 29 

⑴ 構成要件とその機能 29 

⑵ 構成要件の理論 30 

３ 犯罪論体系 31 

⑴ 犯罪論体系とは何か 31 

⑵ 本書の立場 32 

４ 犯罪認定の具体的手順 33 

⑴ 構成要件該当性 33 

⑵ 違法性阻却事由（正当化事由） 34 

ア 緊急行為 35 

イ 正当行為 35 

⑶ 責任阻却事由（免責事由） 36 

ア 責任能力 37 

イ （責任）故意 38 

ウ 違法性の意識の可能性 38 

エ 期待可能性 39 

⑷ まとめ 40 

Ⅱ 構成要件該当性 

第４講 構成要件 46 

１ 構成要件の意義と機能 46 

⑴ 構成要件の意義 46 

⑵ 構成要件の機能 47 

ア 犯罪個別化機能 47 

イ 違法性推定機能 47 

ウ 故意規制機能 47 

２．拡張解釈との関係 

第３章 犯罪論の基本構造 

第１節 犯罪の概念 

１．犯罪論とは何か 

２．犯罪とは何か 

３．犯罪の「行為」性 

４．犯罪の「違法」性 

５．犯罪の「有責」性 

６．犯罪の「構成要件」該当性 

第２節 構成要件と違法性・有責性の関係 

１．構成要件の機能 

２．構成要件の理論 

第３節 犯罪論体系 

１．犯罪論体系の意義 

２．通説的立場 

第４節 犯罪認定の具体的手順 

１．構成要件該当性 

２．違法性阻却事由（正当化事由） 

⑴ ①緊急行為 

⑵ ②正当行為 

３．責任阻却事由（免責事由） 

⑴ ①責任能力 

⑵ ②（責任）故意 

⑶ ③違法性の意識の可能性 

⑷ ④期待可能性 

 

第２編 構成要件該当性 

第 1 章 構成要件 

第１節 構成要件の意義と機能 

１．構成要件の意義 

２．構成要件の機能 

⑴ 犯罪個別化機能 

⑵ 違法性推定機能 

⑶ 故意規制機能 
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２ 構成要件の要素 48 

⑴ 結果 48 

ア 結果犯と挙動犯 49 

イ 侵害犯と危険犯 49 

ウ 即成犯と状態犯と継続犯 50 

⑵ 行為（実行行為） 52 

⑶ 因果関係 52 

⑷ 行為主体 53 

⑸ 行為状況 54 

⑹ （構成要件的）故意・過失 54 

⑺ 主観的違法要素 54 

３ 記述的構成要件要素と規範的構成要件要素 55 

第５講 因果関係 56 

１ 因果関係の意義 56 

⑴ 因果関係とは何か 56 

⑵ 因果関係を判断する意味 58 

２ 条件関係 59 

 

⑴ 条件関係の判断公式 59 

⑵ 条件公式の使い方 59 

ア 実行行為の存在 59 

イ 結果の具体的把握 60 

ウ 付け加え禁止の原則 60 

 エ 付け加え禁止の例外 61 

⑶ 条件公式の問題点 62 

３ 条件説と相当因果関係説 65 

⑴ 条件説とその問題点 65 

 

⑵ 相当因果関係説 66 

４ 相当性の判断構造 67 

⑴ 相当性の判断基準 67 

⑵ 相当性の判断基底（判断資料） 68 

５ 相当因果関係説の危機 71 

６ 危険の現実化説 73 

第２節 構成要件の要素 

１．結果 

⑴ 結果犯と挙動犯 

⑵ 侵害犯と危険犯 

⑶ 即成犯と状態犯と継続犯 

２．行為（実行行為） 

３．因果関係 

４．行為主体 

５．行為状況 

６．（構成要件的）故意・過失 

７．主観的違法要素 

第３節 記述的構成要件要素と規範的構成要件要素 

第２章 因果関係 

第１節 因果関係の意義 

１．因果関係とは何か 

２．因果関係を判断する目的 

第２節 条件関係 

１．条件関係の意義 

２．条件関係の判断公式 

３．条件関係の公式の使い方 

⑴ 実行行為の存在 

⑵ 結果の具体的把握 

 

 

４．条件関係の公式の問題点 

第３節 条件説と相当因果関係説 

１．条件説とその問題点 

２．因果関係の中断論 

３．相当因果関係説 

第４節 相当性の判断構造 

１．相当性の判断基準 

２．相当性の判断基底 

第５節 相当因果関係説の危機 

第６節 危険の現実化説 
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⑴ 危険の現実化の判断枠組み 73 

⑵ 判例における因果関係の認定 74 

ア 行為時に特殊事情が存在する類型 74 

イ 行為後に行為者自身の行為が介在する類型 74 

ウ 行為後に被害者の行為が介在する類型 75 

エ 行為後に第三者の行為が介在する類型 77 

オ 危険の現実化の判断方法 78 

第６講 不作為犯 79 

１ 総説 79 

⑴ 不作為犯の意義と種類 79 

 

⑵ 不作為犯論の課題 80 

 

⑶ 不真正不作為犯の成立要件（概要） 81 

２ 不作為による実行行為 82 

⑴ 作為義務 82 

ア 法令・契約・先行行為 83 

イ 排他的支配・保護の引受け 83 

ウ 多元説 85 

エ 判例 85 

⑵ 作為可能性・容易性 88 

３ 不作為の因果関係 89 

⑴ 不作為の条件関係 89 

⑵ 危険の現実化 90 

第７講 故意（構成要件的故意） 91 

１  （構成要件的）故意の意義と体系的地位 91 

２ 認識・予見の対象となる犯罪事実 92 

⑴ 客観的構成要件要素の認識 92 

⑵ 記述的構成要件要素の認識 93 

⑶ 規範的構成要件要素の認識 96 

３ 故意と過失の区別 97 

⑴ 故意の本質 97 

⑵ 故意（未必の故意）と過失（認識ある過失）の区別 97 

４ 故意の種類 99 

１．危険の現実化説の判断枠組み 

２．判例における因果関係の判断 

⑴ 行為時に特殊事情が存在する類型 

⑵ 行為後に行為者自身の行為が介在する類型 

⑶ 行為後に被害者の行為が介在する類型 

⑷ 行為後に第三者の行為が介在する類型 

⑸ 判例のまとめ 

第３章 不作為犯 

第１節 総説 

１．不作為犯の意義 

２．不作為犯の種類 

３．不真正不作為犯と罪刑法定主義との関係 

４．不真正不作為犯の問題点 

５．不真正不作為犯の成立要件 

第２節 不作為による実行行為 

１．作為義務 

⑴ 形式的三分説 

⑵ 排他的支配・保護の引受け 

 

⑶ 判例の傾向 

２．作為可能性・容易性 

第３節 不作為の因果関係 

１．不作為の条件関係 

２．危険の現実化 

第４章 故意（構成要件的故意） 

第１節 故意の意義と体系的地位 

第２節 認識・予見の対象となる犯罪事実 

１．客観的構成要件要素の認識 

２．記述的構成要件要素の認識 

３．規範的構成要件要素の認識 

第３節 故意と過失の区別 

１．故意の本質 

２．故意（未必の故意）と過失（認識ある過失）の区別 

第４節 故意の種類 
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⑴ 概括的故意 99 

⑵ 択一的故意 99 

⑶ 未必の故意 100 

⑷ 条件つき故意 100 

第８講 錯誤⑴具体的事実の錯誤 101 

１ 事実の錯誤の意義 101 

⑴ 事実の錯誤と違法性の錯誤 101 

⑵ 事実の錯誤の諸類型 102 

⑶ 故意論と錯誤論 103 

２ 客体の錯誤・方法の錯誤 105 

⑴ 法定的符合説と具体的符合説 105 

⑵ 両説対立の本質 107 

⑶ 判例理論 108 

⑷ 併発事実と故意の個数 110 

３ 因果関係の錯誤 113 

⑴ 因果関係の錯誤の意義 113 

⑵ 因果関係の錯誤が問題となる前提状況 113 

⑶ 判例・通説による「因果関係の錯誤」の判断基準 114 

⑷ 遅すぎた構成要件の実現 116 

第９講 錯誤⑵抽象的事実の錯誤 119 

１ 抽象的事実の錯誤の意義 119 

２ 抽象的事実の錯誤と法定的符合説 120 

３ 抽象的事実の錯誤の３類型とその処理 125 

⑴ 軽い罪の認識で重い罪を実現した場合（第１類型） 126 

⑵ 重い罪の認識で軽い罪を実現した場合（第２類型） 127 

⑶ 認識した罪と実現した罪の法定刑が同じ場合（第３類型） 128 

第 10 講 過失犯 130 

１ 総説 130 

２ 過失犯の本質と成立要件 132 

⑴ 過失犯の特徴 132 

⑵ 旧過失論（伝統的過失論） 132 

⑶ 新過失論 133 

⑷ 現在の旧過失論 134 

３ 過失犯の成否の判断方法 135 

１．概括的故意 

２．択一的故意 

３．未必の故意 

４．条件付き故意 

第５章 錯誤⑴――具体的事実の錯誤 

第１節 事実の錯誤の意義 

１．事実の錯誤と違法性の錯誤 

２．事実の錯誤の諸類型 

 

第２節 客体の錯誤・方法の錯誤 

１．法定的符合説と具体的符合説 

２．両説対立の本質 

３．判例の立場 

４．併発事実と故意の個数 

第３節 因果関係の錯誤 

１．因果関係の錯誤の意義 

 

２．判例・通説による因果関係の錯誤の判断基準 

３．遅すぎた構成要件の実現 

第６章 錯誤⑵――抽象的事実の錯誤 

第１節 抽象的事実の錯誤の意義 

第２節 抽象的事実の錯誤と法定的符合説 

第３節 抽象的事実の錯誤の３類型とその処理 

１．軽い罪の認識で重い罪を実現した場合 

２．重い罪の認識で軽い罪を実現した場合 

３．認識した罪と実現した罪の法定刑が同じ場合 

第７章 過失犯 

第１節 総説 

第２節 過失犯の本質と成立要件 

１．過失犯の特徴 

２．旧過失論（伝統的過失論） 

３．新過失論 

４．実務 

第３節 過失犯の成否の判断方法 
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４ 信頼の原則 141 

⑴ 意義 142 

⑵ 適用範囲 142 

５ 段階的過失 143 

６ 過失の競合 144 

７ 管理・監督過失 145 

⑴ 意義 145 

⑵ 管理・監督過失の問題性 146 

Ⅲ 違法性 

第 11 講 違法性の本質・正当行為・被害者の承諾 150 

１ 違法性の本質 150 

⑴ 形式的違法性と実質的違法性 150 

ア 結果無価値論 151 

イ 行為無価値論 151 

ウ 検討 151 

⑵ 違法性阻却事由 152 

ア 優越的利益説 152 

イ 社会的相当性説 152 

⑶ 主観的要素と違法性 153 

ア 主観的違法要素 153 

イ 主観的正当化要素 154 

⑷ 可罰的違法性 155 

２ 正当行為 156 

⑴ 法令行為 156 

ア 職務行為 156 

イ 権利・義務行為 156 

ウ 国家政策による行為 157 

エ 注意的に規定された行為 157 

⑵ 正当業務行為 157 

⑶ その他の正当行為 158 

ア 労働争議行為 158 

イ 自救行為 158 

ウ 医師の治療行為 158 

３ 被害者の承諾（同意） 159 

第４節 信頼の原則 

１．意義 

２．適用範囲 

第５節 段階的過失 

第６節 過失の競合 

第７節 管理・監督過失 

１．意義 

２．管理・監督過失に関する判例 

第３編 違法性 

第１章 違法性の本質・正当行為・被害者の承諾 

第１節 違法性の本質 

１．形式的違法性と実質的違法性 

⑴ 結果無価値論 

⑵ 行為無価値論 

 

２．違法性阻却事由（正当化事由） 

⑴ 優越的利益説 

⑵ 社会的相当性説 

３．主観的要素と違法性 

⑴ 主観的違法要素 

⑵ 主観的正当化要素 

４．可罰的違法性 

第２節 正当行為 

１．法令行為 

⑴ 職務行為 

⑵ 権利・義務行為 

⑶ 国家政策による行為 

⑷ 注意的に規定された行為 

２．正当業務行為 

３．その他の正当行為 

⑴ 労働争議行為 

⑵ 自救行為 

⑶ 医師の治療行為 

第３節 被害者の承諾（同意） 
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⑴ 被害者の承諾の意義 159 

⑵ 被害者の承諾の犯罪（違法性）阻却根拠 160 

⑶ 被害者の承諾の要件 161 

⑷ 推定的承諾 163 

⑸ 安楽死・尊厳死 164 

 

ア 安楽死・尊厳死の類型 164 

イ 安楽死の要件 164 

⑹ 危険引受け 165 

第 12 講 正当防衛⑴防衛状況を中心に 167 

１ 正当防衛の意義 167 

⑴ 正当防衛の制度趣旨 167 

⑵ 緊急避難等との違い 168 

⑶ 正当防衛の成立要件 169 

⑷ 正当防衛の正当化根拠 170 

ア 法益欠如原理 170 

イ 優越的利益原理 170 

ウ 社会的相当性原理 171 

２ 侵害の急迫性 171 

⑴ 急迫性要件の意義 171 

⑵ 急迫性の始期と終期 173 

⑶ 急迫性の判断資料 174 

３ 侵害の不正性 177 

⑴ 不正性要件の意義 177 

⑵ 対物防衛 177 

４ 反撃行為性 180 

⑴ 反撃行為の意義 180 

⑵ 防衛行為と第三者 180 

ア 第三者の物を利用した侵害の場合（第１類型） 180 

イ 第三者の物を利用した防衛の場合（第２類型） 181 

ウ 防衛行為の結果が第三者に生じた場合（第３類型） 181 

第 13 講 正当防衛⑵防衛行為 184 

１ 防衛するための行為 184 

⑴ 「自己又は他人の権利」 184 

１．被害者の承諾の意義 

２．被害者の承諾の違法性阻却根拠 

３．被害者の承諾の要件 

４．推定的承諾 

５．安楽死・尊厳死 

⑴ 意義 

⑵ 安楽死の類型 

⑶ 安楽死の要件 

６．危険引受け 

第２章 正当防衛⑴――防衛状況 

第１節 正当防衛の意義 

１．正当防衛の制度趣旨 

２．緊急避難・自救行為との違い 

３．正当防衛の成立要件 

４．正当防衛の正当化根拠 

⑴ 法益性の欠如の観点 

⑵ 法益衡量の観点 

⑶ 社会的相当性の観点 

第２節 侵害の急迫性 

１．急迫性要件の意義 

２．侵害の始期と終期 

 

第３節 侵害の不正性 
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イ 往来妨害致死傷罪（124条 2 項） 
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ウ 往来危険罪 421 

エ 汽車転覆等罪・同致死傷罪 422 

ａ 汽車転覆等罪 422 

ｂ 汽車転覆等致死罪 423 

オ 往来危険による汽車転覆等罪 423 

カ 過失往来危険罪 424 

⑸ 公衆の健康に対する罪 424 

ア 総説 424 

イ 飲料水に関する罪 425 

ａ 浄水汚染罪 425 

ｂ 水道汚染罪 425 

ｃ 浄水毒物等混入罪 425 

ｄ 浄水汚染等致死傷罪 426 

ｅ 水道毒物等混入罪・同致死罪 426 

ｆ 水道損壊罪・同閉塞罪 426 

 

２ 取引等の安全に対する罪（文書偽造の罪を除く） 426 

⑴ 総説 426 

⑵ 通貨偽造の罪 427 

ア 総説 427 

イ 通貨偽造罪・同行使等罪 428 

ａ 通貨偽造罪 428 

ｂ 偽造通貨行使等罪 428 

ウ 外国通貨偽造罪・同行使等罪 429 

エ 偽造通貨等収得罪 430 

オ 収得後知情行使等罪 430 

カ 通貨偽造等準備罪 430 

⑶ 有価証券偽造の罪 431 

ア 総説 431 

イ 有価証券偽造罪・同虚偽記入罪 431 

ウ 偽造有価証券行使等罪 434 

⑷ 支払用カード電磁的記録に関する罪 435 

ア 総説 435 

イ 支払用カード電磁的記録不正作出等罪 435 

⑶ 往来危険罪（125 条） 

⑷ 汽車転覆等罪・同致死傷罪 

ア 汽車転覆等罪（126条 1 項、2 項） 

イ 汽車転覆等致死罪（126条 3 項） 

⑸ 往来危険による汽車転覆等罪（127 条） 

⑹ 過失往来危険罪（129 条） 

５．公衆の健康に対する罪 

⑴ 総説 

⑵ 飲料水に関する罪 

ア 浄水汚染罪（142 条） 

イ 水道汚染罪（143 条） 

ウ 浄水毒物等混入罪（144 条） 

エ 浄水汚染等致死傷罪（145 条） 

オ 水道毒物等混入罪・同致死傷罪（146 条） 

カ 水道損壊罪・同閉塞罪（147 条） 

⑶ あへん煙に関する罪 

第２節 取引等の安全に対する罪（文書偽造の罪を除く） 

１．総説 

２．通貨偽造の罪 

⑴ 総説 

⑵ 通貨偽造罪・同行使等罪 

ア 通貨偽造罪（148条 1 項） 

イ 偽造通貨行使等罪（148条 2 項） 

⑶ 外国通貨偽造罪・同行使等罪（149 条） 

⑷ 偽造通貨等収得罪（150 条） 

⑸ 収得後知情行使等罪（152 条） 

⑹ 通貨偽造等準備罪（153 条） 

３．有価証券偽造の罪 

⑴ 総説 

⑵ 有価証券偽造罪・同虚偽記入罪 

⑶ 偽造有価証券行使等罪（163 条） 

４．支払用カード電磁的記録に関する罪 

⑴ 総説 

⑵ 支払用カード電磁的記録不正作出等罪（163 条の 2） 
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ウ 不正電磁的記録カード所持罪 437 

エ 支払用カード電磁的記録不正作出準備罪 437 

⑸ 印章偽造の罪 437 

ア 総説 437 

イ 共通の成立要件 437 

ウ 犯罪類型 438 

ａ 御璽偽造罪・同不正使用等罪 438 

ｂ 公印偽造罪・同不正使用等罪 439 

ｃ 公記号偽造罪・同不正使用等罪 439 

ｄ 私印偽造罪・同不正使用等罪 439 

⑹ 不正指令電磁的記録に関する罪 439 

ア 総説 439 

イ 不正指令電磁的記録作成等罪 440 

ウ 不正指令電磁的記録取得等罪 441 

３ 風俗に対する罪 441 

⑴ 総説 441 

⑵ わいせつ・重婚の罪 441 

ア 総説 441 

イ わいせつの意義 442 

ウ 公然わいせつ罪 442 

エ わいせつ物頒布等罪 443 

オ 淫行勧誘罪 445 

カ 重婚罪 445 

⑶ 賭博・富くじに関する罪 445 

ア 総説 445 

イ 賭博罪（単純賭博罪） 446 

ウ 常習賭博罪 446 

エ 賭博場開張等図利罪 447 

オ 富くじ発売等罪 447 

⑷ 礼拝所・墳墓に関する罪 448 

ア 総説 448 

イ 礼拝所不敬罪 448 

ウ 説教等妨害罪 448 

エ 墳墓発掘罪 449 

⑶ 不正電磁的記録カード所持罪（163 条の 3） 

⑷ 支払用カード電磁的記録不正作出準備罪（163条の 4） 

５．印章偽造の罪 

⑴ 総説 

⑵ 共通の成立要件――印章・署名の意義 

⑶ 犯罪類型 

ア 御璽偽造罪・同不正使用等罪（164 条） 

イ 公印偽造罪・同不正使用等罪 

ウ 公記号偽造罪・同不正使用等罪（166 条） 

エ 私印偽造罪・同不正使用等罪（167 条） 

６．不正指令電磁的記録に関する罪 

⑴ 総説 

⑵ 不正指令電磁的記録作成等罪（168 条の 2） 

⑶ 不正指令電磁的記録取得等罪（168 条の 3） 

第３節 風俗に対する罪 

１．総説 

２．わいせつ・重婚の罪 

⑴ 総説 

⑵ わいせつの意義 

⑶ 公然わいせつ罪（174 条） 

⑷ わいせつ物頒布等罪（175 条） 

⑸ 淫行勧誘罪（182 条） 

⑹ 重婚罪（184 条） 

３．賭博・富くじに関する罪 

⑴ 総説 

⑵ 単純賭博罪（185 条） 

⑶ 常習賭博罪・賭博場開張等図利罪・博徒結合罪 

 

⑷ 富くじ発売等罪（187 条） 

４．礼拝所・墳墓に関する罪 

⑴ 総説 

⑵ 礼拝所不敬罪（188 条） 

 

⑶ 墳墓発掘罪（189 条） 
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オ 死体損壊等罪 449 

カ 墳墓発掘死体損壊等罪 449 

キ 変死者密葬罪 450 

Ⅲ 国家的法益に対する罪 

第 20 講 賄賂罪 452 

１ 収賄罪の基本構造 452 

⑴ 立法趣旨 453 

⑵ 保護法益 453 

⑶ 成立要件 453 

ア 主体 453 

イ 職務関連性 454 

ウ 客体 455 

エ 行為 456 

オ 主観的要件 456 

⑷ 罪数 457 

⑸ 没収・追徴 457 

ア 趣旨 457 

イ 必要的没収 457 

ウ 必要的追徴 458 

２ 収賄罪の諸類型 458 

⑴ 加重類型 458 

ア 受託収賄罪 458 

イ 加重収賄罪 459 

⑵ 修正類型 460 

ア 事前収賄罪 460 

イ 事後収賄罪 460 

ウ 第三者供賄罪 461 

エ あっせん収賄罪 461 

３ 贈賄罪の基本構造 462 

⑴ 趣旨 462 

⑵ 主体 462 

⑶ 客体 462 

⑷ 行為 463 

⑸ 主観的要件 463 

⑷ 死体損壊等罪（190 条） 

⑸ 墳墓発掘死体損壊等罪（191 条） 

⑹ 変死者密葬罪（192 条） 

第４編 国家的法益に対する罪 

第１章 賄賂罪 

第１節 単純収賄罪 

１．立法趣旨 

２．保護法益 

３．要件 

⑴ 主体 

⑵ 職務関連性 

⑶ 客体 

⑷ 行為 

⑸ 主観的要件 

４．罪数 

５．没収・追徴（197 条の 5） 

⑴ 趣旨 

⑵ 必要的没収 

⑶ 必要的追徴 

第２節 収賄罪の諸類型 

１．加重類型 

⑴ 受託収賄罪（197条 1 項後段） 

⑵ 加重収賄罪（197 条の 3第 1 項・2 項） 

２．修正類型 

⑴ 事前収賄罪（192条 2 項） 

⑵ 事後収賄罪（197 条の 3第 3 項） 

⑶ 第三者供賄罪（197 条の 2） 

⑷ あっせん収賄罪（197 条の 4） 

第３節 贈賄罪の概論 

１．趣旨 

２．主体・客体 

 

３．行為 

４．主観的要件 
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４ 賄賂罪の重要問題 463 

⑴ 賄賂罪の保護法益 論点１ 463 

⑵ 一般的職務権限の理論 論点２ 465 

⑶ 将来の職務と賄賂罪 論点３ 467 

⑷ 公務員の転職と賄賂罪 論点４ 468 

⑸ 職務密接関連行為の理論 論点５ 470 

⑹ 社交的儀礼の賄賂性 論点６ 471 

⑺ 恐喝・詐欺罪と賄賂罪の関係 論点７ 473 

第 21 講 公務の執行を妨害する罪 475 

１ 総説 475 

２ 公務執行妨害罪の基本構造 475 

⑴ 意義 476 

⑵ 成立要件 476 

ア 客体 476 

イ 行為 477  

ウ 故意 480 

⑶ 既遂 480 

⑷ 罪数 480 

３ 公務執行妨害罪の重要問題 481 

 

４ 職務強要罪・辞職強要罪 488 

５ 封印等破棄罪 490 

６ 強制執行妨害目的財産損壊等罪 492 

７ 強制執行行為妨害等罪 495 

８ 強制執行関係売却妨害罪 497 

９ 加重封印等破棄等罪 498 

10 公契約関係競売等妨害罪 499 

11 談合罪 500 

第 22 講 犯人蔵匿罪・証拠隠滅罪 502 

１ 総説 502 

２ 犯人蔵匿等罪の基本構造 503 

⑴ 成立要件 503 

ア 客体 503 

イ 行為 504 

第４節 賄賂罪の重要論点 

１．賄賂の罪の保護法益 

２．一般的職務権限の理論 

３．将来の職務と賄賂罪 

４．公務員の転職と賄賂罪 

５．職務密接関連行為の理論 

６．社交的儀礼の賄賂性 

７．恐喝・詐欺罪と賄賂罪との関係 

第２章 公務の執行を妨害する罪 

第１節 総説 

第２節 公務執行妨害罪 

１．保護法益 

２．要件 

⑴ 客体 

⑵ 行為 

⑶ 故意 

３．既遂 

４．罪数 

第３節 公務執行妨害罪の重要論点 

第４節 関連犯罪 

１．職務強要罪・辞職強要罪（95 条 2 項） 

２．封印等破壊罪（96 条） 

３．強制執行妨害目的財産損壊等罪（96 条の 2） 

４．強制執行行為妨害等罪（96 条の 3） 

５．強制執行関係売却妨害罪（96 条の 4） 

６．加重封印等破棄等罪（96 条の 5） 

７．公契約関係売却等妨害罪（96 条の 6第 1 項） 

８．談合罪（96 条の 6第 2 項） 

第３章 犯人蔵匿罪・証拠隠滅罪 

第１節 総説 

第２節 犯人蔵匿等罪 

１．要件 

⑴ 客体 

⑵ 行為 
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ウ 故意 504 

⑵ 既遂 505 

⑶ 罪数 505 

３ 犯人蔵匿等罪の重要問題 505 

⑴ 「罪を犯した者」の意義 論点１ 505 

⑵ 既に逮捕・勾留されている犯人の身代わり 論点２ 506 

⑶ 犯人による蔵匿隠避 論点３ 508 

４ 証拠隠滅等罪の基本構造 510 

⑴ 成立要件 510 

ア 客体 510 

イ 行為 511 

ウ 故意 511 

⑵ 罪数 511 

５ 証拠隠滅等罪の重要問題 512 

⑴ 参考人の虚偽供述 論点１ 512 

⑵ 犯人による証拠隠滅 論点２ 514 

ア 犯人による証拠隠滅教唆 514 

イ 犯人に対する証拠隠滅教唆 514 

⑶ 他人の証拠と自己の証拠 論点３ 515 

６ 親族による犯罪に関する特例 517 

⑴ 意義 518 

⑵ 成立要件 518 

⑶ 共犯関係 518 

ア 親族と第三者との共犯関係 518 

イ 親族と犯人・逃走者との共犯関係 520 

７ 証人等威迫罪 521 

第 23 講 その他の国家的法益に対する罪 523 

１ 国家の存立に対する罪 523 

⑴ 総説 523 

⑵ 内乱に関する罪 523 

ア 内乱罪 523 

イ 内乱予備・陰謀罪、内乱等幇助罪 525 

⑶ 外患に関する罪 525 

ア 外患誘致罪 525 

⑶ 故意 

２．既遂 

 

第３節 犯人蔵匿等罪の重要論点 

１．「罪を犯した者」の意義 

２．既に逮捕・勾留されている犯人の身代わり 

３．犯人による蔵匿隠避 

第４節 証拠隠滅等罪 

１．要件 

⑴ 客体 

⑵ 行為 

⑶ 故意 

２．罪数 

第５節 証拠隠滅等罪の重要論点 

１．参考人の虚偽供述 

２．犯人による証拠隠滅 

⑴ 犯人による証拠隠滅教唆と犯人に対する証拠隠滅教唆 

 

⑵ 他人の証拠と自己の証拠 

第６節 親族による犯罪に関する特例 

１．意義 

２．要件 

共犯関係 

⑴ 親族と第三者との共犯関係 

⑵ 親族と犯人・逃走者との共犯関係 

第７節 証人等威迫罪 

第４章 その他の国家的法益に対する罪 

第１節 国家の存立に対する罪 

１．総説 

２．内乱に関する罪 

⑴ 内乱罪（77 条） 

⑵ 内乱予備・陰謀罪、内乱等幇助罪（78条、79条、80条） 

３．外患に関する罪 

⑴ 外患誘致罪（81 条） 
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イ 外患援助罪 526 

２ 国交に関する罪 526 

⑴ 総説 526 

⑵ 国交に関する罪 526 

ア 外国国章損壊等罪 526 

イ 私戦予備・陰謀罪 527 

ウ 中立命令違反罪 528 

３ 逃走の罪 528 

⑴ 総説 528 

⑵ 単純逃走罪 528 

ア 主体 528 

イ 行為 529 

ウ 未遂・既遂 529 

⑶ 加重逃走罪 530 

ア 主体 530 

イ 行為 530 

ウ 未 遂 531 

⑷ 被拘禁者奪取罪 531 

⑸ 逃走援助罪 532 

⑹ 看守者等による逃走させる罪 533 

４ 偽証の罪 533 

⑴ 総説 533 

⑵ 偽証罪の基本構造 533 

ア 主体 534 

イ 行為 535 

 

ウ 共犯関係 535 

⑶ 偽証罪の重要問題 535 

⑷ 自白による刑の減免 538 

⑸ 虚偽鑑定等罪 538 

５ 虚偽告訴の罪 538 

⑴ 総説 538 

⑵ 保護法益 539 

⑶ 虚偽告訴等罪 539 

⑵ 外患援助罪（82 条） 

第２節 国交に対する罪 

１．総説 

２．国交に関する罪 

⑴ 外国国章損壊等罪（92 条） 

⑵ 私戦予備・陰謀罪（93 条） 

⑶ 中立命令違反罪（94 条） 

第３節 逃走の罪 

１．総説 

２．単純逃走罪（97 条） 

⑴ 主体 

⑵ 行為 

 

３．加重逃走罪（98 条） 

⑴ 主体 

⑵ 行為 

 

４．被拘禁者奪取罪（99 条） 

５．逃走援助罪（100 条） 

６．看守者等による逃走させる罪（101 条） 

第４節 偽証の罪 

１．総説 

２．偽証罪（169 条） 

⑴ 主体 

⑵ 行為 

⑶ 既遂時期 

⑷ 共犯関係 

３．偽証罪の重要問題――犯人自身による偽証教唆 

４．自白による刑の減免（170 条） 

５．虚偽鑑定等罪（171 条） 

第５節 虚偽告訴の罪 

 

１．保護法益 

２．虚偽告訴等罪（172 条） 



43 

 

⑷ 自白による刑の減免 541 

６ 職権濫用の罪 541 

⑴ 総説 541 

⑵ 公務員職権濫用罪 542 

⑶ 特別公務員職権濫用罪 543 

⑷ 特別公務員暴行陵虐罪 544 

⑸ 特別公務員職権濫用等致死傷罪 544 

３．自白による刑の減免（173 条） 

第６節 職権濫用の罪 

１．総説 

２．公務員職権濫用罪（193 条） 

３．特別公務員職権濫用罪（194 条） 

４．特別公務員暴行陵虐罪（195 条） 

５．特別公務員職権濫用等致死傷罪（196 条） 

 


